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特定収入に係る課税仕入れ等の税額 D + E 
D=課税仕入れ等に係る特定収入x4/105 












































































































3 . 1. Securen ta事件の紹介

































36)本来の訴訟は、 Securenta社 (SecurentaGottingerlmmobilienlaben und Vermogensmanagement AG)とド
イツのゲッチンゲン税務署 (FinanzamtGottingen)の聞で争われたものである。




















































の取引 (assessableand taxable transactions)の部分と、賦課対象であって非課税の取引 (as-













































ことは明らかである。(i )第6次指令の範囲内とされない非経済活動 (non-economicactivities) 

























































































3. 2. 1. 1.論者Aの見解
まず、ある論者(以下、「論者AJという。)は、本件判決を受けて、 VATの意義とインプット
VAT控除の意義について、次のとおり論じているお)。
「多くの VATは、消費税である。 VAT指令1条1項は、明瞭に、 EUVATは消費に対するー
会計論叢第9号 -28 -


































39) Ad van Doesum and Gert-Jan van Norden“The right To Deduct under EU V A T"International V A T 











































































41) Peter Melz“Activities outside the Scope of V AT and Exempt Activities" International V AT Monitor 
























3. 2. 3. 1.論者Aの見解
論者Aは、課税対象取引と関連しないVATについては、次のように論じている43)。
「あるインプットが課税対象たる (taxable)(課税 (taxed)または非課税 (exempt))取引と関
連がない場合には、当該インプットのVATは、原則として、控除不可である。非課税対象活動
(non-taxable activities)には、「非経済活動 (non-economicactivities) (納税者が納税者として
(acting as such)行ったのでない活動)Jと非納税者 (non-taxableperson)としての資格との二重













すことが可能である。一般費用の VATは、プロラタ割合 (prorata fraction)を基礎として、控
除が可能である。」






























4) Mandy Gabriel and Herman van Kesteren“Calculation of the (Pre-) Pro Rata under EU V AT Law" 








































































































3. 2. 3. 2.論者Dの見解
ある論者(以下、論者Dという。)は、論者は、インプット取引と課税対象たるアウトプット取引
との関連について、下記のとおり論じている制。








49) Bjorn Westberg & Elecnor Kristo妊ersson“Deductionin the EU V A T LA W" 
Wolters Kluwer "The Future of lndirect Taxation Recent Trends in V A T and GST Systems Around the 




















































第一の論点に係る ECJの判断は、当該経費に係る VATの控除は、納税義務者の VAT指令の範
囲内での経済活動に帰属する範囲で認められるというものであった。
第二の論点は、第一の論点での上記の結論を前提として、経済活動と非経済活動の間でのインプッ
トVATの配分は、投資フォーミュラによるべきか、取引フォーミュラによるべきか、というもの
である。
第二の論点に係る ECJの判断は、経済活動と非経済活動の間でのインプット VATの配分は加盟
国の裁量に委ねられるが、それら二種類の活動に実際に帰属するインプット経費部分を客観的に反
映したものとすべきである、というものであった。
3. 3. 2.判決が持つ意味
Securenta事件では、課税対象外である取引のみのために購入した物品またはサービスに含まれ
ている VATの税額控除の可否が争われたのではなく、諜税対象取引と課税対象外取引の双方に関
連した経費についての取扱いが争われたのである。そして、 iVAT指令の意味における納税者の経
済活動の範囲において税額控除は認められる」としている。
本件判決から、納税義務者には、課税取引を行うために購入した物品またはサービスのインプッ
トVATの取戻し(税額控除)だけが認められていることから、課税対象外である取引(不課税取引
あるいは非経済取引)のみのために購入した物品またはサービスのインプット VATは、税額控除
は全く認めらないという結論となるようにも読める。しかしながら、課税対象外であれば如何なる
場合にもインプット VATの控除が認められないとまでは明言していない。判旨からは必ずしも明
確ではないが、購入したインプットがVATの範囲内での経済活動で使用される場合には、当該イ
ンプットに係る VATを控除する権利はいまだ存続している、と考える余地が残されている。紹介
した論者たちの見解は、こうした見方を裏付けるものである。
次に、本件での ECJによる事実認定と結論を導く論旨に着目したい51)。裁判所の第一の質問に対
する回答部分である。そこでは、「株式の発行または非典型組合に関連した経費については、こうし
51)ここでは、 VATの範囲内である経済活動とそれ以外の経済活動の双方のためのインプットの取扱いが争わ
れている。
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た取引で納付したインプット VATを控除する権利が発生するためには、当該経費が、控除の権利
を発生させるアウトプット取引の費用の構成要素である必要がある」としている52)。
そして、主たる訴訟手続きにおいて「株式発行および金融持分の文脈のなかで実行されたサービ
スの供給に関連した支出は、同社が実行した川下の経済活動にのみ寄与するものではなく、これら
活動を生じさせる取引でないことJが囲内裁判所により確認されている。
このことから、同社の経費に、少なくとも、部分的には、第6次指令の範囲内にない活動であっ
て、税額控除の権利を発生させないものに係るものがある、と判断している。
要するに、課税対象外取引であって、かっ、 VAT指令の範囲内の経済活動に寄与するものでない
ことが、税額控除を否認するための根拠とされている。 iVAT指令の範囲内の経済活動に寄与する
ものでないことJに該当するのは、本件の場合には、「出資者(株主や非典型組合員)のための活動J
である。
以上の解釈を前提とすると、 EUVATでは、様々な課税対象外の取引のなかには、 VAT指令が
予定している経済活動の範囲内の取引と、 VAT指令が予定している経済活動の範囲外の取引があ
り、後者は税額控除の対象外であるが、前者にはついては、税額控除の可能性が残されている(あ
るいは、明確には判断されていない)とみることができる。後者の一例として、出資者のための費
用が挙げられおり、これは、 VATの川下取引とは無関係である53)。
なお、課税対象取引と課税対象外取引の双方に関連した費用であって、当該課税対象外取引につ
いて税額控除が認められないことが明確である場合(すなわち、 Securenta事件のケ}ス)の税額
控除の配分方法については、「それら二種類の活動に実際に帰属するインプット経費部分を客観的
に反映したものとすべきである」というものであった。具体的な配分の方法については、加盟国の
裁量に委ねられるのであるが、次の三つのフォーミユラが考えられている。
投資フォーミュラ
取引フォーミュラ
その他(実際使用フォーミュラなど)
実際使用フォーミュラは、実際の使用状況に応じて税額控除の範囲を決定するというものである
が、実務的には実行が困難と考えられる。
取引フォーミュラとは、非経済活動についても、その収入を基礎として計算するものである。例
えば、慈善団体が受ける補助金を収入とみなし計算する方法がその例である54)。
なお、この方式を用いた場合には、税額控除の減少幅が大きくなり、事業者への影響が大きくな
る懸念がある。また、この方式は無償取引には使えないという欠点がある。
また、投資フォーミュラは、資金源泉を基準とするものであるが、新規資本の調達といったケー
スでは有効である。ただし、この方式には、新たに取得した資金が経済活動と非経済活動の間でど
のように配分されたかを決定することが困難という欠点がある。
52)すなわち、当該費用が課税対象取引である課税売上げの価格(物品またはサービスの価格)に反映されるも
のであることが要請されると解してよいと思われる。
53)ここで、 1下取引とは、生産・流通のプロセスの中での、後の段階の取引を指すものと考えられる。
54)わが国の特定収入における調整割合の計算の仕組みは、取引ファーミユラの一例となろう。
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4.考察と結論
本章では、以上の EUでの議論とわが国の現状との比較を行い、論点の検討行いたい。
ところで、 EUVATとわが国の消費税を比較すると多くの点で相違点が存在するが、消費に対す
る一般間接税のうちの前段階税額控除方式を採用したという基本においては同一であり、そこでの
税額控除の範囲をどうするかという問題は共通の課題と考えられる。したがって、わが国の問題を
考察するに当たり、 EUVATでの議論を参照することは、両者の法制度に相違があるにしても、有
益であると考えられる。
4. 1. r事業としてjと「事業活動」
まず、わが国の消費税法で用いられている「事業として」の文言の意義は、 EUVATでの議論に
出てくる「事業活動 (businessactivities) Jとは同義であろうか55)。直ちに判断は出せないものの、
少なくとも、消費税と EUVATは、いずれも基本的には同一の仕組み(前段階税額控除の仕組み)
を持った一般間接税であることから、共通の理念が基礎にあると考えられる。
ここで、 EUVATにおける「事業活動」の考え方を再確認しておきたい。
EUVATでは、納税義務者(課税事業者)活動は、おおきく、「事業活動」と「非事業活動」から
構成されるものとされる。
「事業活動」には、「課税売上げJと「非課税売上げ」に対応する活動が含まれるが、必ずしも、
それだけに留まるものではない。 VATの範囲内と考えらえる活動はすべて事業活動とされる。換
言すると、納税義務者の VATでの役割を遂行するために必要な活動がここでの「事業活動」を意
味すると解されていると考えられる。
他方、「非事業活動」には、 VATでの役割の範囲外である活動が含まれる。具体的には、納税者
本人やそのスタッフあるいは株主のための活動が含まれる56)。
以上の論理をわが国の消費税法に当てはめると、どうなるであろうか。
法30条1項は、課税仕入れに係る定義において57)、「事業として」購入した物品あるいはサービス
に限り税額控除が認めることとしている。ここで、「事業として」の購入とは、課税事業者が、消費
税における前段階税額控除の仕組みを持った消費税のなかでの生産・流通過程における役割を果た
す範囲において行った購入を意味すると解すべきではないか、そして、こうした範囲からはずれた
購入は「事業として」には該当せず、したがって、そこで負担して消費税は税額控除は認められな
いことになるのではないか。
課税事業者は二つの側面を有していると考えられる。消費税の世界のなかでの役割を遂行する者
としての側面と、それ以外の側面である。換言すると、事業活動を行う者としての面と非事業活動
を行う者の面の二つである58)。
既述のとおり、実務では、法人の場合にはすべての購入を、個人の場合には家事費以外の購入を
「事業として」購入したものとして税額控除を認めている。この点に関しては、実務的な簡便性とい
55)なお、「事業活動」と「経済活動」は、基本的には同義で、用いられているものと解しておきたい。
56)具体的な解釈論レベルでの判断は、個々の税法の文言により判断されることとなろう。
57)法2条1項12号
58)ただし、具体的にどこで区分するかを明確にすることは、必ずしも容易でない。
会計論叢第9号 -40-
う観点から理解することも可能であるが、 EUVATの議論の比較でみると、やや控除範囲が広すぎ
るとの印象を受ける。 EUとの比較は別にしても、課税事業者が不当に過大な利益を享受している
のではないか、との疑念が残る59)。
4. 2.法4条4項の意味
法4条4項は、一定の行為について、これを課税売上げとみなすものである。
ところで、 EUVATにおいても、類似の規定が設けられている。第3章でみたとおり、 EUでは、
こうした「みなし売上げJを「インプット VATの事後的な控除否認Jと見ており、そこでは、納税
者に不当な金融上の便益を与えることが問題とされていた。すなわち、改正以前は、事業目的と非
事業目的の双方があるインプット VATについては、購入時に全額の控除を認め、資産の処分時に
個人的使用部分の税額控除の取戻しを行っていた。 2010年に改正が行われ、不動産に限り、税額控
除の範囲は、当初から事業活動に対応する部分に限定することとされている。
わが国の消費税法では、資産の購入の段階で、それが「事業として」取得されたものであれば税
額控除を認め、その後、一定の行為があった場合に60)、みなし課税売上げとしている。
現行のわが国の取扱いは、 EUの取扱いと比較すると、一種の簡便法とみることができる。ただ
し、 30条1項の「事業として」の範囲が広い一方で、 4条4項の範囲が狭いとの印象を受ける。現
行の取扱いは、課税事業者たる納税者を必要以上に優遇しており、事業者と非事業者との間での不
公平が大きいと考えられる61)。
4. 3.特定収入の持つ意味
法60条4項は、公共法人等や公益法人等が補助金や寄附金を受け取り、その資金で課税仕入れを
行った場合には税額控除を認めないこととしている。
ところで、公共法人等や公益、法人等が行っている活動の多くは、消費税が予定している税の転嫁
を前提とした事業活動ではない。公共の図書館や美術館、あるいは大学法人や宗教法人を考えてみ
ると、無償や低額でサービスを提供しており、売上げなどのアウトプットでインプットの費用を賄
う仕組みとはなっていない。すなわち、非事業活動のウェートが高く、収入の不足分は補助金や寄
附金で補填されている。
こうした収支構造の納税者に、課税売上げと非課税売上げのみの企業を想定した課税売上割合を
そのまま適用することは不合理である。
59)わが国では、所得税や法人税で用いられている概念が消費税でも用いられ、それらが同義であることが前提
として議論されているように思われる。しかしながら、所得税や法人税と消費税は、ある意味で、全く異なっ
た仕組みを持つものであり、直ちに、同義に解するには疑問がある。すなわち、所得税や法人税は所得に対す
る人税であり、いわば、その納税義務は、全人格的な意味での税負担を意味する。これに対して、消費税の納
税者は、本来の税負担者ではなく、最終消費者に税を転嫁するという、消費課税での一定の役割を果たすこと
が求められているだけである。
60)法4条4項に該当した場合
61)事業者本人だけではなく、そのスタッフのための取引や費用についても、これを「みなし売上」とすべきで
ないか、あるいは、課税仕入れにおいて「事業としてJの該当性を否認すべきでないかについて、再検討が必
要と考えられる。
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法60条4項の特定収入の考え方は、補助金や寄付金といった課税対象外の収入を売上収入と見な
し、これに対応する課税仕入れについて税額控除を否認したものと言えるのではないか。 EUVAT
との比較でいうと、事業活動と非事業活動の間での税額控除の配分と類似の考え方が取られている。
すなわち、プレ・プロラタの算式が利用され、そのなかでの取引フォーミュラ(売上高を基準とし
て配分)が採用されているといえる。
ただし、こうした取扱いは簡便法としては優れている面があるものの、それが妥当な結果をもた
らしているか否かについては更なる検討が必要であろう。ケースパイケ}スで実態をみていく必要
がある。場合によっては、投資フォーミュラあるいは実際使用フォーミュラが適切な場合があるよ
うに思われる。
4. 4.実務上の取扱いについて
4. 4. 1.課税売上割合を利用することの妥当性
前述のとおり、わが国の実務では、不課税の活動に対応する課税仕入れに含まれている消費税の
税額控除については、課税売上割合を利用して計算することとされている62)。
ここでも、ケースパイケ}スでの検討が必要となろう。検討項目としては、非課税をどう考える
か、不課税が恒久的に発生する場合と臨時的に発生する場合を分けて考える必要性はないか、事業
活動と非事業活動との対比に取引フォーミユラを適用することの妥当性はどうか、金融機関が受け
取る配当の取扱いはどうすべきか、配当は取ヲI(売上)かそれとも投資か、などの論点が考えられる63)0
4. 4. 2.株式の発行費用
株式の発行が納税者たる課税事業者の株主を含めた自己利益の追求を目的とした行為か、それと
も、 VATの世界での役割の遂行のための活動かのいずれであるかが、当該発行費用にかかる税額
控除の可否判断のポイントとなるのではないか。
4. 4. 3.国外取引関連費用
国外取引に関連した囲内費用については、当該国外取引が、当該納税者にとって今後の事業活動
の一部となり、課税売上げにつながるものであるか否かによって税額控除の可否を判断すべきでな
いか。単に法30条4項の文言解釈にのみ依存して結論を下すことは、不合理な結果をもたらす可能
性があると思われる。
4. 5.小括
課税対象外取引には、広い意味で消費課税での役割を遂行するという意味での事業活動の一部を
構成するものと、そうした事業活動の一部を構成しないものがある。前者は、直接的には課税取引
や非課税取引には該当しないものの、消費税あるいは VATの課税の仕組みの一部を構成し、事業
者の消費課税での役割を果たすための活動(取引先である買主から受け取った税を国庫に納付1する
こと)であり、広い意味での消費税の納税者としての事業活動に該当する。これに対応する費用は、
62)消費税税法基本通達11-2 -16 (不課税取引のために要する課税仕入れの取扱い)
63)ただし、これ以上の検討は、本稿の範囲を超えるので、別の機会に譲ることとしたい。
会計論叢第9号 -42 -
税額控除を認める余地があると考える。他方、後者は個人的活動に属するものであり、消費税や
VATの域外にあるものである。消費税や VATにおける役割を遂行するための活動とは言えない。
したがって、そうした活動に対応する費用に係る VATの税額控除を認めるべきではないと考える制。
前者の例としては、持株会社における企業グループ全体の事業活動を遂行するための費用、後者
の例としては役員や従業員のための保養施設の費用などが考えられる。
いずれにせよ、ここでの解釈でのポイントは、消費税法における「事業者」の位置付けや課税仕
入れにおける「事業として」の意味をどのように解するか、ということである。わが国の消費税法
の解釈は、所得税や法人税の解釈に準じたものとなりがちである。その結果、消費税の本来の仕組
みからみてやや不合理と見られる結果を生じさせている。納税者たる事業者が税額控除の認められ
る範囲が広いことを通じて必要以上に優遇される結果となっている。ただし、現行法を前提として
も、解釈を通じて、 EUVATの解釈にかなり接近させ、適切な範囲に税額控除を絞ることは考える。
しかしながら、解釈論による取扱いの変更には限界があり、より合理的で明確な取り扱いとなるよ
うな法改正が望ましい。
5. おわりに
本稿では、課税対象外と税額控除の関係について若干の考察を試みた。課税対象外とされる取引
と税額控除の関係は、消費税法の条文からは必ずしも明確ではない。税法上は、課税売上げと非課
税売上げの二者のみの取扱いを規定し、課税対象外の取扱いには直接には触れていないからである。
そうした事情は、 EUVATにおいても同様である。
そこで、 EUVATにおける最近の議論の展開を参考とし、わが国との対比を試みることとした。
わが国の消費税法において議論を展開する場合には、「事業として」の文言の解釈が中心となること
が明らかであった。さらに、この文言の解釈次第では、 EUVATでの議論と類似の議論が可能と考
えられた。
検討の結果、消費税法の「事業としてjは、 EUVATにおける「事業活動」に類似した概念であ
ると考えられ、両者の対比から得られた基本的な論理は次のとおりであった。
すなわち、納税者が事業活動(課税売上げと非課税売上げを含んだ物品およびサービスの売上げ)
と非事業活動(課税対象外取引あるいは不課税取引ともいう。)の双方を行っている場合において、
非事業活動に対応する費用(課税仕入れ)に含まれる消費税については、その費用が消費税の生産・
流通のプロセスのなかでの物品またはサービスの供給者としての役割の遂行のために発生した費用
に限り税額控除の対象となる。また、事業活動と非事業活動の双方に共通して用いられる費用につ
いては、適切な方法により当該費用に係る税額控除を按分することが必要である。
こうした基本的な理解に基づき、課税対象外と税額控除の関係を巡るいくつかの論点について検
討を行った。若干の成果はあったと自負するものの、いまだ明確になっていない課題が多く残され
ている。また、解釈論のレベルでは解決できず、税制改正により明確化を図ることが必要な部分も
少なくない。いずれにせよ、多段階課税の仕組みを持った一般間接税の論理を踏まえた今後一層の
検討が必要であると考える。
64)ただし、課税対象外には、消費課税の納税者としての活動に近いものから個人的活動に近いものまで様々な
段階があるであろう。
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